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◎議案事項 

 

１ 議案第 91 号  

令和６年度三重県一般会計補正予算（第１号）（関係分） 

 

令和６年度６月補正予算 会計別内訳                   
（単位：千円、％） 

 

 

 

総務部関係６月補正予算 総括表 
    （単位：千円、％） 

会計別 補正前の額 補正額 補正後の予算額 伸び率 

一般会計 269,771,712 2,826,337 272,598,049 1.0 

 

総務部関係６月補正予算 項目一覧 
                                      （単位：千円） 

項 目 補正前の額 補正額 補正後の予算額 

予算調整事務費 458,876 2,826,337 3,285,213 

 

 

③／① ③／②

一般会計 864,939,906 805,086,700 2,955,691 808,042,391 ▲6.6 0.4

特別会計 333,740,988 317,329,137 - 317,329,137 ▲4.9 -

企業会計 58,432,585 63,630,845 - 63,630,845 8.9 -

合計 1,257,113,479 1,186,046,682 2,955,691 1,189,002,373 ▲5.4 0.2

補正後累計

③

伸び率令和５年度最終
補正後予算額

①

令和６年度
補正前の額

②

６月補正額
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２ 議案第93号  

職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例案 

 

１ 改正理由 

職員が大規模災害に対処するため災害応急作業等に従事した場合の特殊勤務手当の

支給に関する規定等を整備するものです。 

 

２ 改正内容 

職員が大規模災害に対処するための業務に従事したときは、災害応急作業等手当を支

給します。 

災害応急作業等手当の額は、日額2,160円を超えない範囲内において人事委員会規則

で定めます。 

合わせて、その他規定を整備します。 

 

３ 施行期日 

公布の日から施行し、災害応急作業等手当については、令和６年１月１日に遡って適

用します。 
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３ 議案第 95 号 
三重県過疎地域における県税の特例措置に関する条例の一部を改正 
する条例案 

 

１ 改正理由 

 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第二十四条の地方税の課

税免除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令の一部改

正に鑑み、県税の特例措置についての規定を整備するものです。 

 

２ 改正内容 

過疎地域における県税の特例措置とは、県内の過疎地域又は過疎地域とみ

なされる区域等において、製造業等の用に供する一定の設備を取得等した者

に対して、事業税、不動産取得税及び県固定資産税の課税を免除するもので

す。 

 この特例措置の対象となる設備の取得等の期限を、令和９年３月３１日まで

３年延長します。 

 

（免除する割合） 

事業税 
不動産取得税 

県固定資産税 

1 年目 2 年目 3 年目 1 年目 2 年目 3 年目 

100％ 100％ 100％ 

 

３ 施行期日及び適用期日 

  公布の日から施行し、令和６年４月 1 日に遡って適用します。 
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４ 議案第 96 号 
三重県地方活力向上地域における県税の特例措置に関する条例の 
一部を改正する条例案 

 

１ 改正理由 

 地域再生法及び地域再生法第十七条の六の地方公共団体等を定める省令の

一部改正等に鑑み、県税の特例措置についての規定を整備するものです。 

 

２ 改正内容 

地方活力向上地域における県税の特例措置とは、県内の地方活力向上地域

において、事業の企画・立案を行う事務所等を新設又は増設した者に対して、

事業税、不動産取得税及び県固定資産税の一部又は全部を免除するものです。 

この特例措置の対象となる整備計画の認定の期限を令和８年３月３１日ま

で２年延長するとともに、対象となる施設に特定業務児童福祉施設を追加しま

す。 

 

（免除する割合） 

事業税 
不動産取得税 

県固定資産税 

1 年目 2 年目 3 年目 1 年目 2 年目 3 年目 

50％ 25％ 12.5％ 100％ 100％ 75% 50% 

 

３ 施行期日及び適用期日 

公布の日から施行し、令和６年４月 1 日（対象施設の追加については４月

１９日）に遡って適用します。 
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